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目標原価の設定方式の変更がコミットメントに与える影響
―加算方式から控除方式への変更に焦点を当てて―

荻原啓佑
＜論文要旨＞
本研究の目的は，加算方式から控除方式への変更がエンジニアの目標原価へのコミットメントに与える

影響を明らかにすることである．本研究は，原価企画に携わるエンジニアを対象とした複数回のウェブ調
査を行った．エンジニアが 1つ前に携わったプロジェクトと現在携わっているプロジェクトにおける目標
原価の設定方式を測定することによって，加算方式から控除方式への変更を確認した．分析の結果，加算
方式から控除方式への変更は，目標原価へのコミットメントの低下と関係していることが明らかになった．
本研究は，目標原価の設定方式の変更の効果に着目した数少ない実証研究であり，原価企画研究に貢献し
ている．
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The Effect of Change in
Target Cost Setting Methods on Commitment:

From Additive to Deductive Methods
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Abstract

The purpose of this study is to investigate the effect of the change from the additive to the deductive method on
commitment to target cost. This study conducted web-based surveys of engineers involved in target costing. The
change from the additive to the deductive method was confirmed by measuring the target costing methods on the
engineer’s previous and current projects. This study finds that the change from the additive to the deductive method is
associated with a decrease in commitment. This study is one of the few empirical studies that focus on the effect of the
change in the target cost setting methods and contributes to target costing research.
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1. 序論

多くの原価企画研究は，原価企画に携わるエンジニアの目標原価へのコミットメントに注目
している（例えば，Cooper and Slagmulder 1997; Gopalakrishnan et al. 2015;加登・山本 2012;荻原
2021）．コミットメントとは，意志による心理的な結びつき (a volitional psychological bond)であ
り，ターゲットに対する人の献身と責任を反映している (Klein et al. 2012)．心理学の目標設定
理論 (Locke and Latham 2002)によれば，目標へのコミットメントがなければ，設定される目標
の困難度と業績の間に正の関係が成り立たない．つまり，目標設定の効果が十分に発揮されな
いということである．そのため，目標原価の設定・管理活動という特徴を持つ原価企画（加登
1993;谷 1996;吉田他 2009）では，目標原価へのコミットメントが重要になる．
先行研究は，目標原価へのコミットメントに影響を与える要因として，企業で現在用いられ

ている目標原価の設定方式に注目している（加登・山本 2012;荻原 2021）．例えば，荻原 (2021)

は，大規模な製造業で原価企画に携わるエンジニアを対象としたウェブ調査を行い，控除方式
の群の方が加算方式の群よりも目標原価へのコミットメントが高い傾向にあることを示してい
る．控除方式とは，予定販売価格から目標利益を控除して目標原価を設定する方法，加算方式
とは，現在の技術水準をもとに達成しうる原価を基準にして目標原価を設定する方法である
（李・門田 2000）．
一方，本研究は，目標原価へのコミットメントに影響を与える要因として，目標原価の設定

方式の変更に注目する．先行研究は，企業において目標原価の設定方式の変更が生じることを
指摘している（加登 1993;近藤・吉田 2005;日本会計研究学会 1996）．例えば，原価企画が洗練
されると，加算方式から控除方式への変更パターンがみられる（加登 1993;日本会計研究学会
1996）．また，同じ企業であっても，プロジェクトごとに異なる設定方式を用いる場合もある
（近藤・吉田 2005）．ゆえに，原価企画に携わるある程度の数のエンジニアは，目標原価の設定
方式の変更を経験することになるだろう．
目標原価の設定方式の変更は，目標原価へのコミットメントにどのような影響を与えるのだ

ろうか．目標原価の設定方式の変更が原価企画に携わるエンジニアの目標原価へのコミットメ
ントに与える影響を検討することは，学術的にも実務的にも意義がある．学術的には，目標原
価へのコミットメントの先行要因に関する知見を拡張する．原価企画研究では，目標原価への
コミットメントの重要性は指摘されているものの，その先行要因に関する知見は，ごくわずか
である．そのため，知見の拡張が必要である．実務的には，目標原価の設定方式を変更する
と，目標原価へのコミットメントも変化するかどうかを理解できる．さらに，その変化が原価
企画実務にとって望ましくない場合，目標原価へのコミットメントを高くする，あるいは低く
するような施策を今後検討していくこともできるだろう．
そこで，本研究は，目標原価の設定方式の変更，特に加算方式から控除方式への変更がエン

ジニアの目標原価へのコミットメントに与える影響を明らかにすることを目的とする．分析に
用いるデータは，製造業で原価企画に携わるエンジニアを対象とした複数回のウェブ調査に
よって収集したものである．分析の結果，加算方式から控除方式への変更が，目標原価へのコ
ミットメントの低下と関係していることが明らかになった．
本研究の構成は，以下の通りである．次節では，原価企画で用いられる目標原価の設定方式

に関する研究をレビューし，加算方式から控除方式への変更が目標原価へのコミットメントに
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与える影響に関する仮説を構築する．そして，3節では，研究方法を説明する．4節では，分
析結果を説明する．5節では，結果をまとめ，今後の研究課題を提示するとともに本研究の貢
献と限界を述べる．

2. 先行研究のレビューと仮説構築

2.1 原価企画で用いられる目標原価の設定方式
製造業の原価企画で用いられる目標原価の設定方式は，控除方式，加算方式，折衷方式の 3

つに大別される（日本会計研究学会 1996; 李・門田 2000;清水 2001; 田中 1992; 田中他 2014）．
控除方式は，予定売価から目標利益を控除する方法である（李・門田 2000）．控除方式によっ
て設定される原価は，許容原価と呼ばれる（Okano and Suzuki 2007;李・門田 2000）．加算方式
は，自社の技術水準によって達成しうる原価，通称，成行原価を基準にして目標原価を設定す
る方法である（李・門田 2000）．成行原価は，積み上げ的に設定されることから，積み上げ法と
呼ぶ研究もある（例えば，加登・山本 2012）．折衷方式は控除方式と加算方式との折衷である．
海外の研究は，控除方式を原価企画の公式 (formula)と呼び，控除方式を利用している企業

だけが原価企画を導入しているとみなす傾向にある（例えば，Ax et al. 2008; Dekker and Smidt

2003; Gonçalves et al. 2018）．一方，国内の研究は，加算方式や折衷方式を用いる企業も原価企
画を導入しているとみなすものが多い（例えば，神戸大学管理会計研究会 1992a, 1992b;近藤・
吉田 2005;荻原 2021;李・門田 2000）．
原価企画で用いられる 3つの設定方式に関する実態調査は，いくつかの研究で行われてい

る．神戸大学管理会計研究会 (1992a, 1992b)は，東証一部上場の製造業を対象とした郵送質問
票調査を行い，約 20％の企業が控除方式，約 24％の企業が加算方式，約 57％の企業が折衷方
式を用いていることを明らかにしている（日本会計研究学会 1996）．李・門田 (2000)は，東証
一部上場の機械，電気機器，輸送用機器と精密機器の 4業種の企業を対象とした郵送質問票調
査を行い，約 22％の企業が控除方式，約 44％の企業が加算方式，約 34％の企業が折衷方式を
用いていることを明らかにしている．荻原 (2021)は，インテージの法人パネルを用いて，原価
企画を実施している大規模な日本の製造業に勤務するエンジニアを対象としたウェブ調査を行
い，約 25％のエンジニアが控除方式，約 38％のエンジニアが加算方式，約 36％のエンジニア
が折衷方式を用いるプロジェクトに携わっていることを明らかにしている．これらの結果は，
実務において，いずれの設定方式も用いられていることを示している．
原価企画の先行研究は，企業における原価企画の発展に伴い，目標原価の設定方式の変更が

生じることを指摘している．例えば，加登 (1993)は，次のような流れが比較的多くの企業で観
察されると述べている．現行製品のコスト削減から原価企画をはじめる企業が多いことから，
部品の目標原価を積み上げた加算方式がまず用いられる．そして，原価企画が洗練され，個々
の製品が企業利益に貢献するという視点が与えられると控除方式が用いられるようになる．そ
の後，原価企画による成果があがっていき，目標原価を達成することが困難になってくると，
控除方式を緩めた折衷方式が用いられるようになる（加登 1993）．一方，日本会計研究学会
(1996)は，加登 (1993)とは若干異なる流れを説明している．「事例を観察すると，一般に，原
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価企画を導入した当初は加算方式に近い形で目標原価が設定され，その後制度として定着して
いくにしたがって許容原価が考慮されるようになり，さらに進むと加算方式が再び多く導入さ
れる傾向がある．」（日本会計研究学会 1996, 64）．両者の違いは，控除方式導入後に折衷方式を
用いるか，加算方式を用いるかという点である．
上記の議論は，1つの組織で用いられる目標原価の設定方式は単一のものだと暗黙のうちに

仮定しているが，必ずしもそうではない．例えば，近藤・吉田 (2005)が行った経時的ケース研
究では，目標原価を折衷方式で決めるプロジェクトと加算方式で決めるプロジェクトが企業内
に存在していたことが示されている．
これらを総合すると，原価企画に携わるエンジニアは，目標原価の設定方式の変更を経験す

る場合がある．ただし，原価企画の先行研究では，目標原価の設定方式の変更の効果に注目し
た実証研究は，ほとんど行われていない．次項では，目標原価の設定方式の変更，特に加算方
式から控除方式への変更が原価企画に携わるエンジニアの目標原価へのコミットメントに与え
る影響に注目し，仮説を構築する．

2.2 加算方式から控除方式への変更と目標原価へのコミットメントの関係
原価企画における目標原価の設定方式の変更パターンは，最大 6つある．(1)加算方式から

控除方式への変更，(2)加算方式から折衷方式への変更，(3)控除方式から加算方式への変更，
(4)控除方式から折衷方式への変更，(5)折衷方式から加算方式への変更，(6)折衷方式から控除
方式への変更である．折衷方式は，控除方式と加算方式の併用であることを考えると，エンジ
ニアにとって，とりわけ大きな変更は，(1)と (3)であろう．
これらの変更パターンのうち，本研究が注目するのは，(1)加算方式から控除方式への変更

である．加算方式から控除方式への変更は，原価企画が洗練されると生じる現象（加登 1993;

日本会計研究学会 1996）であり，多くのエンジニアが経験するものだと推測される．以下で
は，加算方式から控除方式への変更が，目標原価へのコミットメントを低下させる可能性を指
摘する．目標原価へのコミットメントとは，目標原価の達成に対する献身と責任を反映する心
理的な結びつきである．なお，本研究は，目標原価の設定方式を変更したという現象に焦点を
当てる．すなわち，設定方式の変更プロセスの違いは，検討対象としていない．
加算方式から控除方式への変更は，公正 (fairness) の知覚の低下につながる可能性がある．

加算方式は，「技術者の視点」に基づくものであり，目標原価の実現可能性が重視される（林
2008;加登・山本 2012）．一方，控除方式は，市場で決定される販売価格と会社方針で決定され
る目標利益から許容原価を設定するという，「経営者の視点」に基づくものであり，目標原価の
必然性が重視される（林 2008）．そのため，目標原価の設定方式が加算方式から控除方式に変
更された場合，エンジニアは，自分たちの意見が目標原価に反映されなくなるという変化を経
験することになる．心理学研究では，「人は，変化によって自分の利益が損なわれると，変化
の結果をより公正でないと評価する傾向がある」(Roczniewska and Higgins 2019, 1)と言われて
いる1．本研究では，加算方式から控除方式への変更は，目標原価に自分たちの意見を反映す
るというエンジニアの利益を損なうことに該当するという前提を置く．この前提に基づけば，
加算方式から控除方式への変更が生じると，エンジニアは，控除方式で目標原価を設定するこ
とを公正ではないものとして一時的に知覚するだろう．そのような場合には，控除方式による
目標原価へのコミットメントの向上効果（荻原 2021）が生じない可能性がある．なお，前述し
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た (3)などの他の変更パターンは，エンジニアの利益を損なうような変化ではないため，公正
の知覚の低下には結び付かないと推測される．
一方，控除方式が利用され続けていれば，「経営者の視点」によって目標原価を設定するこ

とは，言わば当然なものになっている．なぜなら，控除方式は「単純だが核心を突いた理論で
あり，反論の余地がない．それだけに原価企画の実務に携わる人たちにとっては逃げ場のない
大きな壁になる．」（小林 2017, 11）からである．そのため，控除方式を利用し続けているエン
ジニアたちは，控除方式で目標原価を設定することを公正なものとして知覚するだろう．
目標原価の設定において，公正の知覚の重要性を指摘する研究は，わずかながら存在する．

日本企業の原価企画実務の観察を行った Cooper and Slagmulder (1997, 77)は，「不完全な分析や
政治的なプロセスの結果として，目標原価が公正ではないものとみなされるのであれば，コ
ミットメントを引き出すことは難しい」と主張している．また，目標原価の設定において，公
正と類似の概念である，公平性の重要性を指摘する研究もある（小林 2018;吉田・伊藤 2020）．
公正の知覚が目標へのコミットメントを引き出すという論理は，他の管理会計分野で行われ

た実証研究の結果と整合している．例えば，Wentzel (2002)は，分配的公正（受け取る結果の
公正）や手続的公正（分配の結果が決められる手続きの公正）によって測定した公正の知覚
と目標へのコミットメントの間に正の関係があることを予算管理の文脈で示している．また，
Sholihin et al. (2011)は，手続的公正と目標へのコミットメントの間に正の関係があることを業
績評価の文脈で示している．
したがって，加算方式から控除方式への変更が生じると，公正の知覚が低下するため，エン

ジニアの目標原価へのコミットメントは低下する可能性がある．以上の議論から，次の仮説を
設定する．

仮説：現在，控除方式を用いるプロジェクトに携わっているエンジニアのうち，1つ前に加
算方式を用いるプロジェクトに携わっていたエンジニアは，1つ前に控除方式を用い
るプロジェクトに携わっていたエンジニアと比べて，目標原価へのコミットメントが
低い．

3. 研究方法

3.1 データの収集
本研究は，上記の仮説を検証するために，原価企画に携わるエンジニアを対象としたウェ

ブ調査を行った．ウェブ調査には，サンプルの代表性や回答の信頼性の低さなどの欠点があ
る（三浦 2020;大隅 2006）．一方，特殊なサンプルのデータを大量に収集可能，パネル調査が
容易，回答によって質問を変えるといった工夫が可能などの利点がある（橋元 2004; 永吉他
2020）．本研究は，これらの利点を生かし，かつ欠点に注意しながらウェブ調査を行った．
このウェブ調査は，株式会社インテージの法人パネルのモニターを対象に 3回（事前調査，

本調査 1，本調査 2）行われている．インテージのモニターは，業界最大規模と言われており，
市場反映性の高さも確認されている（インテージ 2022）．このモニターを使うことで，サンプ
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ルの代表性に関する欠点への対処を試みた．法人パネルには，職種や仕事上の役割，勤務先企
業の従業員数等に関する情報が事前に登録されており，先行研究では，特殊なサンプルに該当
する原価企画に携わるエンジニアがある程度登録されていることが確認されている（例えば，
荻原 2021）．本調査を 2度行った理由は，独立変数と従属変数の測定タイミングをずらすこと
で，コモンメソッドバイアス (Podsakoff et al. 2003)を避けるためである．なお，このウェブ調
査は，大規模プロジェクトの一環として行われている．そのため，本研究の分析には用いてい
ない変数もいくつか測定されている．
まず，法人パネル登録者の中で，製造業で原価企画に携わっているエンジニアの人数を把握

するために，事前調査（2021年 2月 26日質問票送付，2021年 3月 1日回収締切）を行った．
具体的には，職種が「商品開発・研究」，「デザイン」，業種が「製造業」に該当する 6,757名を
対象に質問票をオンラインで送付した．事前調査では，業種，企業規模，過去に携わったプロ
ジェクト数，企画・開発・設計段階で製品 1個あたりの目標原価の設定・管理活動が行われて
いるか，それらの活動に参加しているか等を質問している．事前調査への回答者は，4,509名，
有効回答は，4,422名であった．なお，本研究では，回答の信頼性の低さという欠点に対処す
るために，特定の条件（例えば，回答時間が極端に短い，登録属性と回答属性が一致していな
い）に該当するものを無効回答として扱っている．
事前調査の結果を踏まえ，本調査 1（2021年 3月 5日質問票送付，2021年 3月 8日回収締

切）を行った．具体的には，事前調査で (1)職業は会社員，会社役員・管理職，(2)業種は製造
業，(3)会社では製品の企画・開発・設計段階で製品 1個あたりの目標原価の設定・管理活動
が行われている，(4)企画・開発・設計段階のいずれかにおける目標原価の設定・管理活動に
エンジニアとして参加している，(5)過去に 1つ以上のプロジェクトに携わった，と回答した
3,217名を対象に質問票をオンラインで送付した．本調査 1では，役職，学歴，現在携わって
いるプロジェクトにおけるチームメンバー数，目標原価の設定方式，自己効力感等を質問して
いる．本調査 1への回答者は，1,592名（回収率 51.7％），有効回答は 1,570名であった2．
本調査 1の結果を踏まえ，本調査 2（2021年 3月 12日質問票送付，2021年 3月 15日回収締

切）を行った．具体的には，現在携わっているプロジェクトのメンバー数が 2人以上と回答し
た 1,508名を対象に質問票をオンラインで送付した3．本調査 2への回答者は，1,306名（回収
率 86.6％），有効回答は 1,270名であった4．
本研究では，有効回答 1,270名のうち，(1)職業は会社員，会社役員・管理職，(2)業種は製

造業，(3)学歴を回答している，(4)会社では製品の企画・開発・設計段階で製品 1個あたりの
目標原価の設定・管理活動が行われている，(5)企画・開発・設計段階のいずれかにおける目
標原価の設定・管理活動にエンジニアとして参加している，(6)現在携わっているプロジェク
トのメンバー数は 2人以上，(7)現在，控除方式を用いるプロジェクトに携わっている，(8)1つ
前に加算方式や控除方式を用いるプロジェクトに携わっていたという条件すべてを満たす合計
196名のデータを用いる5．196名の属性は次の通りである．男性 190名，女性 6名，平均年齢
は 51.67歳である．

3.2 変数の測定
(1)目標原価へのコミットメント
目標原価へのコミットメントは，Klein et al. (2013)，荻原 (2021)を参考に 4項目で測定した．
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表 1 目標原価へのコミットメントに関する記述統計

（出所）筆者作成

測定のタイミングは，本調査 2である．4項目には「1：全くそう思わない」から「7：非常に
そう思う」のスケールを用いた．探索的因子分析の結果，1因子が抽出され，クロンバックの
α は 0.86であった．4項目の記述統計は，表 1のとおりである．以降の分析では，4項目の単
純平均を用いる．

(2)加算方式から控除方式への変更
本研究は，回答者のエンジニアが 1つ前に携わったプロジェクトと現在携わっているプロ

ジェクトにおける目標原価の設定方式に着目し，それぞれ測定を行った．測定のタイミング
は，本調査 1である．測定したデータをもとに，加算方式から控除方式への変更というダミー
変数を作成した．1が加算方式から控除方式への変更，0が控除方式の連続利用（控除方式か
ら控除方式），すなわち変更なしを指す．このダミー変数が，本研究の独立変数である．なお，
本研究は，李・門田 (2000)，荻原 (2021)を参考に，控除方式を「予定売価から目標利益を控除
して目標原価を設定する」，加算方式を「現在の技術水準で想定される積み上げ原価に目標原
価低減率を適用して目標原価を設定する」と定義した6．

(3)統制変数
本研究では，従属変数として目標原価へのコミットメント，独立変数として目標原価の設定

方式を用いているため，個人レベルの統制変数として勤続年数，役職，学歴，自己効力感，組
織レベルの統制変数として企業規模を用いる7．なお，個人レベルの変数とは，個人単位のデー
タ，組織レベルの変数とは，組織単位のデータを指す．これらの統制変数も，コモンメソッド
バイアスを避けるために，本調査 1で測定している．
個人レベルの各変数を選択した理由は，次のとおりである．勤続年数が長いと原価企画に関

する教育などを受ける機会を多く持つため，目標原価へのコミットメントが高くなる可能性が
ある．そのため，勤続年数を統制する必要がある．また，一般従業員よりも役職者の方が，財
務指標に関する責任が重くなるため，目標原価へのコミットメントが高くなる可能性がある．
そのため，役職を統制する必要がある．専門学校，大学，大学院等で製品の設計・開発などに
関する専門的な教育を受けたエンジニアの場合，原価以外の目標（例えば品質や機能）の達成
をより重視する可能性がある．そのため，学歴を統制する必要がある．目標設定理論を提唱し
たロックとレイサムは，自己効力感が目標へのコミットメントに影響を与える重要な要因であ
ることを指摘している (Locke and Latham 2002; Locke et al. 1988)．また，目標へのコミットメン
トの先行要因に関する近年の文献レビュー（Klein et al. 2013; 荻原 2018）では，自己効力感と
目標へのコミットメントの間に正の関係があることを示した研究が複数取り上げられている．
そのため，自己効力感を統制する必要がある．自己効力感とは，人生における様々な出来事を
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表 2 自己効力感に関する記述統計

（出所）筆者作成

コントロールするために必要な動機づけ，認知的資源および行動様式を動かす自分の能力を信
じている程度である (Wood and Bandura 1989)．本研究は，一般性自己効力感尺度の開発を行っ
た Chen et al. (2001)の研究を参考に自己効力感を 8項目で測定した．8項目には「1：全くそう
思わない」から「7：非常にそう思う」のスケールを用いた．探索的因子分析の結果，1因子が
抽出され，クロンバックの α は 0.95であった．8項目の記述統計は，表 2のとおりである．以
降の分析では，8項目の単純平均を用いる．
組織レベルの変数を選択した理由は，次のとおりである．先行研究は，企業規模と原価企画

の採用有無の間には，正の関係があることを明らかにしている（例えば，妹尾・福島 2012）．
原価企画の採用率の高い大企業の方が中小企業よりも，目標原価へのコミットメントを高める
仕組み等が整備されており，そこで勤務しているエンジニアの目標原価へのコミットメントは
高くなっている可能性がある．そのため，企業規模を統制する必要がある．

4. 結果

4.1 記述統計と相関係数
分析に用いる変数の記述統計は，表 3のとおりである．加算方式から控除方式への変更が生

じたエンジニアは全体の約 10％になっている．勤続年数の平均値も高く，本研究のサンプル
は一つの企業に長年勤務しているエンジニアで構成されていることがわかる．企業規模に関し
ては，大企業に勤務しているエンジニアが大半を占めていることがわかる．
表 3には，相関係数も示している．独立変数である加算方式から控除方式ダミーは，目標原

価へのコミットメントと負の相関がある．統制変数のうち，自己効力感は，目標原価へのコ
ミットメントと正の相関がある．他の統制変数と目標原価へのコミットメントの間には，ほと
んど相関がみられなかった．

4.2 重回帰分析の結果
ここでは，加算方式から控除方式への変更と目標原価へのコミットメントの関係に関する仮

説を検証する．本研究の関心は，他の変数を統制したときの加算方式から控除方式への変更
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表 4 重回帰分析の結果 (n=196)

（出所）筆者作成　 †p< 0.10,* p < 0.05,** p < 0.01

が目標原価へのコミットメントに与える影響にあるため，重回帰分析を用いる．モデル 1は，
統制変数のみを投入したモデルであり，モデル 2は，統制変数と独立変数を投入したモデルで
ある（表 4）8．前述したとおり，独立変数は，加算方式から控除方式への変更を 1，控除方式
の連続利用（控除方式から控除方式），すなわち変更なしを 0としたダミー変数である．2つの
モデルを設定した理由は，決定係数の増分の検定を行うためである．
モデル 1において，一般従業員を基準とする役職の違いは，目標原価へのコミットメントと

1％水準で統計的に有意な関係にあった．具体的には，一般従業員と比べ，それより高位の役
職者（係長・主任，次長・課長，役員・部長）の方が目標原価へのコミットメントが高くなっ
ていた．また，自己効力感は，目標原価へのコミットメントと 1％水準で統計的に有意な正の
関係にあった．なお，勤続年数や，中学・高校卒を基準とする学歴の違い，10,001人以上を基
準とする企業規模の違いに関しては，目標原価へのコミットメントとの間に，5％水準で統計
的に有意な関係が見られなかった．
モデル 2において，独立変数である加算方式から控除方式への変更ダミーと目標原価へのコ

ミットメントの間には，5％水準で統計的に有意な負の関係が見られた．統制変数と目標原価
へのコミットメントの関係については，モデル 1と同様の結果であった．なお，モデル 1とモ
デル 2の決定係数の増分は，5％水準で統計的に有意であった．以上から，本研究の仮説は支
持された．

4.3 追加分析の結果
4.2の分析では，現在，控除方式を用いるプロジェクトに携わっているエンジニアのうち，

1 つ前に加算方式や控除方式を用いるプロジェクトに携わっていたエンジニアに焦点を当て
た．そして，加算方式から控除方式への変更と控除方式の連続利用（控除方式から控除方式）
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表 5 ロバスト回帰の結果 (n=401)

（出所）筆者作成　 †p< 0.10,* p < 0.05,** p < 0.01

が目標原価へのコミットメントに与える影響を比較した．
ここでは，加算方式から控除方式への変更が目標原価へのコミットメントに与える影響に関

する理解を深めることを目的とした追加分析を行う．まず，4.2の分析で使用したサンプルに，
(1)職業は会社員，会社役員・管理職，(2)業種は製造業，(3)学歴を回答している，(4)会社では
製品の企画・開発・設計段階で製品 1個あたりの目標原価の設定・管理活動が行われている，
(5)企画・開発・設計段階のいずれかにおける目標原価の設定・管理活動にエンジニアとして
参加している，(6)現在携わっているプロジェクトのメンバー数は 2人以上，(7)現在，加算方
式を用いるプロジェクトに携わっている，(8)1つ前に加算方式や控除方式を用いるプロジェク
トに携わっていた，という条件すべてを満たすサンプルを加える．これによって，サンプルサ
イズは，401になった．続いて，加算方式から控除方式への変更と控除方式の連続利用（控除
方式から控除方式），加算方式の連続利用（加算方式から加算方式）および控除方式から加算
方式への変更が目標原価へのコミットメントに与える影響を比較する．具体的には，目標原価
へのコミットメントを従属変数，控除方式の連続利用ダミー，加算方式の連続利用ダミーおよ
び控除方式から加算方式ダミーを独立変数（加算方式から控除方式ダミーを基準とする），4.2

の分析と同じ変数を統制変数に設定したロバスト回帰を行った．ロバスト回帰とは，「外れ値
による異常な影響を受けにくい回帰」（外山・辻谷 2015, 135）である．なお，ロバスト回帰は，
会計学研究においても使用が推奨されている（例えば，Leone et al. 2019）．
追加分析の結果は，表 5のとおりである．控除方式の連続利用ダミーと目標原価へのコミッ

トメントの間には，5％水準で統計的に有意な正の関係が見られた．つまり，加算方式から控
除方式への変更が生じたエンジニアよりも，控除方式を連続利用しているエンジニアの方が
目標原価へのコミットメントが高いということである．控除方式の連続利用ダミーの結果は，
4.2の分析結果と整合している．加算方式の連続利用ダミーと目標原価へのコミットメントの
間にも，5％水準で統計的に有意な正の関係が見られた．つまり，加算方式から控除方式への
変更が生じたエンジニアよりも，加算方式を連続利用しているエンジニアの方が目標原価への
コミットメントが高いということである．一方，控除方式から加算方式ダミーと目標原価への
コミットメントの間には，統計的に有意な関係が見られなかった．
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5. 考察と結論

本研究の目的は，加算方式から控除方式への変更がエンジニアの目標原価へのコミットメン
トに与える影響を明らかにすることである．原価企画研究では，目標原価の設定方式の変更に
注目した実証研究は，ほとんど行われていなかった．本研究の結果は，「現在の技術水準で想
定される積み上げ原価に目標原価低減率を適用して目標原価を設定する」という加算方式か
ら，「予定売価から目標利益を控除して目標原価を設定する」という控除方式への変更が，目
標原価へのコミットメントの低下と関係していることを示している．
統制変数が目標原価へのコミットメントに与える影響についても，いくつか発見事項があ

る．まず，一般従業員よりも役職の高いエンジニアの方が，目標原価へのコミットメントが高
いことである．管理者たちは，財務指標に関する責任が重いため，一般従業員よりも目標原価
へのコミットメントが高くなっていると推測される．また，自己効力感が高いと目標原価への
コミットメントも高くなっていた．この結果は，心理学や経営学分野の先行研究と整合して
いる．
本研究は，原価企画研究に貢献している．目標原価の設定に関する多くの実証研究は，企業

で現在用いられている主要な設定方式にのみ着目してきた．一方，本研究は，企業で現在用い
られている設定方式と過去に用いられていた設定方式の両方に着目している．そして，加算方
式から控除方式という目標原価の設定方式の変更がエンジニアの目標原価へのコミットメント
に与える影響を明らかにした．原価企画研究では，目標原価へのコミットメントの重要性は指
摘されているものの，その先行要因に関する知見は，ごくわずかであった．本研究は，加算方
式から控除方式への変更という新たな要因を特定した点で，先行研究の知見を拡張している．
また，本研究は，原価企画実務に対しても貢献している．先行研究（加登 1993;日本会計研

究学会 1996）の指摘するように，加算方式から控除方式への変更は，原価企画が洗練される
と生じる現象である．本研究の結果によって，加算方式から控除方式への変更を行った，ある
いは加算方式から控除方式への変更を検討している実務家は，変更が生じると，エンジニアの
目標原価へのコミットメントは低下することを理解できる．目標設定理論に基づけば，目標原
価へのコミットメントの低下は，業績の向上を目指す場合，望ましくないものである．そのた
め，実務では，加算方式から控除方式への変更を行う際には，目標原価へのコミットメントの
低下を防ぐような施策を検討する必要があるだろう．
このような貢献があるものの，本研究には 3つの限界がある．第 1に，目標原価の設定方式

の変更が起きたタイミングを正確に捉えられている訳ではない点である．本研究は，エンジニ
アが 1つ前に携わったプロジェクトと現在携わっているプロジェクトにおける目標原価の設
定方式について質問することで，加算方式から控除方式への変更を測定している．そのため，
回答者の中には，変更直後のエンジニアもいれば，変更からかなりの時間が経過しているエン
ジニアもいるだろう．認知的不協和理論 (Festinger 1957)の示唆するように，「加算方式から控
除方式への変更は，公正ではない」というエンジニアの知覚は，控除方式を用いるプロジェク
トに携わり続けると見直される可能性がある9．今後の研究では，目標原価の設定方式の変更
から経過した時間を考慮する必要があるだろう．第 2に，加算方式から控除方式への変更が生
じたエンジニアの数が少ない点である．本研究では，ウェブ調査を用いることによって，原価
企画に携わるエンジニアというアクセスの難しいサンプルを集めた．そして，そのサンプルか
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ら，加算方式から控除方式への変更が生じたエンジニアを抽出した．ただし，現在，控除方式
を用いるプロジェクトに携わっており，かつその前に加算方式を用いるプロジェクトに携わっ
ていたサンプルは，196名中 19名であった10．そのため，本研究は，加算方式から控除方式へ
の変更の効果を検証するために，十分なサンプルサイズを確保しているとは言えない可能性が
ある．この限界を克服するためには，目標原価の設定方式の変更を操作可能な実験という研究
方法を採用することが有効だと考えられる．第 3に，加算方式から控除方式への変更が目標原
価へのコミットメントに影響を与えるメカニズムや影響を調整する変数を考慮したモデルを検
証できていない点である．メカニズムを検証することは，加算方式から控除方式への変更が，
目標原価へのコミットメントを低下させる理由に関する理解を深める．加算方式から控除方式
への変更が目標原価へのコミットメントに与える負の影響を弱める変数を特定できれば，知見
の拡張という点で学術的な貢献があり，コミットメントの低下を防ぐという点で実務的な貢献
もある．これらについては，今後の研究課題である．
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注

1 Roczniewska and Higgins (2019)は，この傾向を自己利益バイアス (Darke and Chaiken 2005)を
反映したものだと指摘している．

2 事前調査における無効回答 87名および本調査 1における無効回答 22名は，質問票への回
答時間が極端に短い，登録属性と回答属性が一致していないと調査会社が判断したもので
ある．

3 現在携わっている製品の企画・開発・設計プロジェクトのチームメンバーが 1人と回答し
た人は，チームで行われる一般的な原価企画とは異なる可能性があると推測されたため，
本調査 2の対象者から除外した．

4 本調査 2における無効回答 36名は，質問票への回答時間が極端に短い，登録属性と回答属
性が一致していない，回答不良（自由回答欄における，不真面目あるいは不適切な回答）が
あったと調査会社が判断したものである．

5 学歴に関して「答えたくない」と回答したのは，3名であった．質問票の文言については，
管理会計研究者や元エンジニア合計 4名からのフィードバックを反映している．
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6 控除方式と加算方式以外の選択肢として，李・門田 (2000)，荻原 (2021)を参考に，「類似品
の実績を参考に目標原価を設定する」，「予定売価から目標利益を控除した原価を許容原価
として，これと現在の技術水準で想定される積み上げ原価をすりあわせて目標原価を設定
する」，「わからない」を設けている．

7 本研究では，目標原価の困難度と目標原価の達成と報酬のリンクを統制変数としてモデル
に投入していない．目標原価の困難度を投入していない理由は，目標の困難度と目標への
コミットメントの関係は，一貫しておらず曖昧な状態にあるためである（Klein et al. 2013;

荻原 2018）．例えば，正の関係を示す実証研究 (Chong and Johnson 2007)や負の関係を示す
実証研究 (Presslee et al. 2013)，統計的に有意な関係がないことを示すメタ分析 (Klein et al.

1999)などがある．目標原価の達成と報酬のリンクを投入していない理由は，原価企画の代
表例とされるトヨタでは，目標原価の達成とエンジニアの報酬を結びつけておらず，エン
ジニアは見返りを求めて目標原価の達成に取り組んでいる訳ではないことが指摘されてい
るためである（例えば，小林 2015）．

8 モデル 1，モデル 2ともにすべての変数の VIFは 4.9未満であった．
9 認知的不協和理論を用いた管理会計研究については，Birnberg et al. (2007)が詳しい．

10 過去に 2つ以上のプロジェクトに携わった経験のあるエンジニア 1,244名のうち，控除方
式から加算方式への変更が生じたのは 11名，控除方式から折衷方式への変更が生じたのは
8名，加算方式から折衷方式への変更が生じたのは 23名，折衷方式から控除方式への変更
が生じたのは 6名，折衷方式から加算方式への変更が生じたのは 8名であった．
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